（　契約番号　）
病院における治験に伴う費用に関する契約書

公立大学法人福島県立医科大学（以下「甲」という。）と、　治　験　依　頼　者　（以下「乙」という。）は、受託研究（治験等）契約書 (以下「原契約」という。) に基づき、福島県立医科大学会津医療センター附属病院における｢　治 験 等 課 題 名　」（以下「本試験」という。）の実施に伴い、その費用の取扱いについて下記により行うものとする。

記

第１条　乙は、以下の費用を負担するものとする。
（被験者の支払いに関する資料から該当する医療費の記載を引用）
　　　　　・保険適用外の検査、薬剤等の費用の全額。

第２条　　当該治験に係る検査について治験実施診療科が第三者に委託する場合は、その費用については乙が支払い責任を有するものとする。

第３条　　第１条の費用は、「公立大学法人福島県立医科大学諸料金規程」の規定により当該費用に消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づく額を加算した額とする。
第４条　　乙は、甲から費用の請求があった時は指定する期限内に支払うものとする。

第５条　　甲は、前条に係る請求には被験者の診療に際して実施した検査等の明細を添付するものとする。

第６条　　甲及び乙は、この契約による業務を行うため個人情報を取り扱うにあたっては、別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。

第７条　　契約期間は、契約締結日から　西暦　　年　月　日　又は本剤の承認取得日から４週後までのいずれか早い時期までとする。ただし、甲乙が原契約の研究期間の終期について変更契約を締結した場合は、変更後の契約期間の終期又は本剤の承認取得日から４週後までのいずれか早い時期までとする。
第８条　　本契約に定めのない事項又は本契約に定める事項について疑義が生じた場合には、甲乙協議のうえ定めるものとする。

本契約の締結を証する本書２通作成し、甲乙記名押印のうえ各１通を所持するものとする。

　西暦　　年　月　日　
甲　福島県福島市光が丘１番地

公立大学法人福島県立医科大学

理事長　　鈴 木　　弘 行　　　　　　　印

乙　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
別記

個人情報取扱特記事項（二者契約用）

（基本的事項）
第１　甲及び乙は、この契約による業務（以下「業務」という。）を行うに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう個人情報を適正に取り扱わなければならない。

　（秘密の保持）
第２　甲及び乙は、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。なお、この契約が終了した後においても、同様とする。

２　甲及び乙は、業務に従事している者に対し、当該業務に関して知り得た個人情報をその在職中及び退職後においてみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど個人情報の保護に関して必要な事項を周知させるものとする。

（収集の制限）
第３　甲及び乙は、業務を行うために個人情報を収集するときは、当該業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。

　（目的外利用・提供の禁止）
第４　甲は乙の、乙は甲のそれぞれの承諾があるときを除き、業務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。
　（適正管理）
第５　甲及び乙は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

　（複写・複製の禁止）
第６　甲は乙の、乙は甲のそれぞれの承諾があるときを除き、業務に関して得た個人情報を記録した資料等を複写し、又は複製してはならない。
　（業務委託の禁止）
第７　甲は乙の、乙は甲のそれぞれの承諾があるときを除き、業務を第三者に委託してはならない。

　（資料等の返還等）

第８　甲及び乙は、業務を行うために甲は乙から、乙は甲からそれぞれ提供を受け、又は自らが収集した個人情報が記録された資料等をこの契約の終了後に甲は乙に、乙は甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が乙に、又は乙が甲に別に指示したときは、この限りでない。

　（事故発生時における報告）
第９　甲又は乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やかに甲は乙に、乙は甲にそれぞれ報告するとともに、誠意をもって事態の収拾に当たらなければならない。

２　甲又は乙は、前項の事態に変化を認めたとき、又は事態の収拾が完結したときは、その状況・結果について甲は乙に、乙は甲にそれぞれ報告を行うものとする。
　（損害発生時の補償）

第１０　甲、又は乙は、当該個人情報の流失等により契約当事者又は個人に損害が発生したときは、相手方が被った一切の損害について補償しなければならない。

